【一般人でも知っておくとよい、民事・刑事訴訟法の豆知識】
民事・刑事訴訟法というのは、一般人にはあまり縁のない法律です。民法や刑法などの実体法については、私たちは日常生活の中で触れる機会の多い法律です。金融機関からお金を借りるとき、車を運転していて事故にあったとき、詐欺にあったとき、浮気をされて慰謝料を請求するときなど、日常のあらゆるトラブルでは民法などの実体法で定められたルールに従って事件が解決されます。しかし、法律トラブルにあっても民事・刑事訴訟法のお世話になることはあまりありません。なぜなら、私たちは基本的には話し合いで解決をしてしまうからです。浮気をされて慰謝料を請求するときも、「慰謝料として100万円払ってください」、「わかりました、相場通りの慰謝料なので支払います」というふうに、時には弁護士を間にはさんで、話し合いで解決をしてしまいます。民事・刑事訴訟法というのは裁判における手続きを定めた法律ですので、私たちがお世話になることはあまりないのです。
民事・刑事訴訟法は手続きを定めた法律
民事訴訟法は、私人の間で権利関係に関する紛争がある場合で、話し合いでは解決できず裁判にまで争いが発展した場合にどのような手続きに従って裁判が進められていくのかを定めた法律です。刑事訴訟では、起訴された被告人が罪を犯したかどうかという事実を確認し、罪を犯しているならどのような刑罰を科すのかが妥当であるかが判断されますが、その手続きを定めたものが刑事訴訟法です。両者に共通している点は、手続きを定めた法律であるということです。
一般人は知る必要はないの？
民法や刑法などの実体法については、重要なものは学校で学びます。「人を殺してはいけない」、「物を盗んではいけない」といったことは幼稚園の時にすでに習っていますが、これは刑法を学んでいると言うことができます。社会人になってからも、仕事を通していろいろなことを学んでいきます。しかし、民事・刑事訴訟法については、あまり学ぶ機会のない法律です。民事・刑事訴訟法を知っていると弁護士に頼まずに一人で裁判をするということもできますが、一般的には一人で裁判をするということはありません。専門的な知識を持っている人でも、弁護士に依頼をするのが通常です。
民事・刑事訴訟法を学ぶ意義とは
民事・刑事訴訟法を学ぶ意義は大いにあります。例えば、一般人の中には、「詐欺にあっても警察がお金を取り戻してくれるから安心だ」などと考えている人は少なくないでしょう。しかし、現実問題として、警察も忙しいので被害額が少額である場合には本格的に動いてくれないことが多くあるようです。さらに、詐欺師というのは警察に捕まらないためにあらゆる工夫をしているので、警察が本気で動いてもなかなか捕まらないこともあります。インターネットの詐欺も増えていますが、犯人が海外に架空の会社を置いていたりすると、立件が困難になります
。
このように、実体法で定められていることは、必ずしも実現されているわけではありません。詐欺は犯罪であると刑法で定められていても、犯人が捕まらない、証拠がないといった理由で犯罪者が罪を問われず、被害者が救われないということもたくさんあります。ただ、被害者が効果的に証拠を取っておいておかなかったことや、きちんと裁判所を利用できなかったことによって、犯罪者に逃げ切られてしまうこともあります。民事・刑事訴訟法を学ぶことで、証拠がどのように使われるのか、司法にどうアクセスすればよいかが分かれば、直面する問題の一部が解決できるはずです。

まとめ
法律トラブルに遭ったときに民事・刑事訴訟法を知っていると、裁判になったらどういう流れになるのか、証拠はどう使われるのかといったことを予測して、賢い行動をとることができるようになります。ただ、最終的に最適な方法を選択したり証拠の取捨選択をしたりするのは、法律を学ぶだけでは分かりません
。大切なことは、自分の無知を自覚して、弁護士などの専門家にアドバイスをもらったり、無料の法テラスに相談をしてみたり、正しい行動をとろうと努力することでしょう。自分は被害者なのだから何もしなくても法律が助けてくれるなどとは考えず、しっかりと情報収集をすることが大切です。
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[監修専門家]
神尾 尊礼（弁護士）
東京大学・東京大学法科大学院を卒業後、大きな法律事務所に属し弁護士として勤務。大企業の企業法務や渉外事案を担当。
その後、法テラスに所属し一般民事事件や家事事件、刑事事件を中心に努め、独立開業後、彩の街法律事務所の代表弁護士として幅広い業務を行っている。
�捜査共助が進んでいるので、「どうしようもない」というのはやや言い過ぎだろうと考えます。


�まとめとつながっていなかったので、修正しました。なお、手続法を学ぶ意義は、裁判所等の利用方法を知ることができる、一定の分野における解決方法を知ることができる、裁判外の紛争処理の助けになるの３つを指摘されることがあり、このうちの１点目に即した内容となっています。


�前後との収まりが悪かったので、若干修正しました。





